
 

 
 
 
 
 
 

 

メンタルヘルス対策自主点検実施結果について 
～ストレスチェック結果を集団分析し，その結果を 

活用した事業場の割合が 75.4％に～ 
 

東京労働局（局長 辻田 博）は、職場におけるメンタルヘルス対策の自主的な取
組を促すため、「メンタルヘルス対策自主点検」を実施し，このほどその結果を取りま
とめましたので公表します。 

自主点検は，東京労働局管内の事業場のうち，常時使用する労働者 50 人以上の事
業場から無作為抽出した 3,532 事業場を対象とし，1,550 事業場から有効な回答を
得ました(回答率 43.9％)。 
     

 

    
【メンタルヘルス対策自主点検結果のポイント】 
１ メンタルヘルス対策の取組状況(別添資料ｐ2～) 

(1) 事業主がメンタルヘルス対策の推進を表明している事業場の割合は 75.2％
(昨年度 76.6％) 

(2) 「心の健康づくり計画」を策定している事業場の割合は 47.9％(昨年度 
47.7％) 

(3) ストレスチェック結果の集団分析を行っている事業場の割合は 90.7％(昨
年度 88.6％) 

(4) 集団分析結果を勘案して心理的負担軽減措置を講じている事業場の割合は
75.4％(昨年度 72.3％) 

２ 事業場内推進体制とメンタルヘルス対策(別添資料ｐ6～) 
(1) 事業場内でメンタルヘルス対策推進体制を整備している事業場はこれら体

制が確立していない事業場に比べ大きく取組が進んでいる。 
(2) 「心の健康づくり計画」を策定している事業場は，同計画を策定していない

事業所に比べ心理的負担軽減措置を講じている割合が 8.1 ポイント高い。 
【今後の取り組み】 
 ストレスチェック制度の実施の徹底を図るため，引き続き集団指導，個別指導を実
施するとともに，ストレスチェック結果の集団分析及びこれを活用した職場環境改善
の取組をさらに促進するため，引き続き集団指導・情報提供などを行ってまいります。 

 
別添資料︓メンタルヘルス対策自主点検実施結果について(調査の概要)  
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メンタルヘルス対策自主点検実施結果について
(調査の概要)

1.目的
第13次東京労働局労働災害防止計画の小目標「ストレス
チェック結果を集団分析し，その結果を活用した事業場の
割合を60%以上とする。」について，13次防の3年度目に当
たる昨年度の自主点検の結果，72.3％と目標を達成したこ
とから，今年度は75％を目標としてさらに取組を進めるこ
ととし，事業場にストレスチェックを含む職場におけるメ
ンタルヘルス対策の自主的な取組を促すため，自主点検を
実施したもの。

2.自主点検対象事業場と回答事業場
①自主点検対象事業場
東京労働局管内の常時使用する労働者50人以上の事業場か
ら無作為抽出した3,532事業場
②対象業種
全業種
③回答事業場
回答事業場 1,824事業場(回答率51.6％)
うち回答時点で常時雇用する労働者が50人以上であった事
業場(※) 1,550事業場(回答率43.9％)

3. 実施期間
令和3年9月27日から10月29日まで

(※) 労働安全衛生法においてストレスチェックの実施が義務付けら
れているのは，常時雇用する労働者が50人以上の事業場である。

別添資料
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4.メンタルヘルス対策自主点検実施結果について
(労働者50人以上の1,550事業場からの回答の取りまとめ)

(１)主要点検項目に対する取組状況

75.4%

90.7%

67.0%

96.8%

65.4%

61.2%

73.7%

47.9%

75.2%

72.3%

88.6%

64.9%

96.4%

65.6%

61.0%

73.5%

47.7%

76.6%

40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

集団的分析結果を勘案して心理的負担軽減措置を
講じている (ケ)

ストレスチェック結果の集団的分析を行っている
(ク)

労働者の申出により医師による面接指導を遅滞な
く実施している (キ)

メンタルヘルス不調者の相談体制を整備している
(カ)

管理監督者に対する教育研修を実施している
(オ)

メンタルヘルスに関する研修会を開催している
(エ)

メンタルヘルス推進担当者を選任している (ウ)

「心の健康づくり計画」を策定している (イ)

事業主がメンタルヘルス対策の推進を表明してい
る (ア)

主要点検項目に対する取組状況

令和2年度 令和3年度

点検項目(ア)～(カ)については昨年度と比べ回答割合に大きな変化は認められな
い。
点検項目(キ)～(ケ)については，昨年度と比べ2～3ポイント回答割合が増加して
おり，取組が一定進んでいる状況が認められた。
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4.メンタルヘルス対策自主点検実施結果について
(調査結果)

(２)主要点検項目別業種別回答状況

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%
製造業

建設業

運輸交通業

商業

金融・広告業

教育研究業

保健衛生業

接客娯楽業

清掃・と畜業

その他の事業

(ア)事業主がメンタルヘルス対策の推進を表明している事業場の割合
業種別取組状況 局全体

製造業 83.1%
建設業 87.2%
運輸交通業 77.7%
商業 76.2%
金融・広告業 75.0%
教育研究業 70.9%
保健衛生業 74.4%
接客娯楽業 81.5%
清掃・と畜業 79.6%
その他の事業 71.9%
局全体 75.2%

20.0%
30.0%
40.0%
50.0%
60.0%

製造業

建設業

運輸交通業

商業

金融・広告業

教育研究業

保健衛生業

接客娯楽業

清掃・と畜業

その他の事業

(イ)「心の健康づくり計画」を策定している事業場の割合
業種別取組状況 局全体

製造業 48.1%
建設業 53.8%
運輸交通業 57.3%
商業 52.3%
金融・広告業 48.0%
教育研究業 42.7%
保健衛生業 41.7%
接客娯楽業 55.6%
清掃・と畜業 46.9%
その他の事業 44.5%
局全体 47.9%

50.0%
60.0%
70.0%
80.0%
90.0%
製造業

建設業

運輸交通業

商業

金融・広告業

教育研究業

保健衛生業

接客娯楽業

清掃・と畜業

その他の事業

(ウ）メンタルヘルス推進担当者を選任している事業場の割合
業種別取組状況 局全体

製造業 76.6%
建設業 87.2%
運輸交通業 82.5%
商業 76.8%
金融・広告業 71.0%
教育研究業 68.2%
保健衛生業 68.6%
接客娯楽業 81.5%
清掃・と畜業 71.4%
その他の事業 71.0%
局全体 73.7%

40.0%
50.0%
60.0%
70.0%
80.0%
製造業

建設業

運輸交通業

商業

金融・広告業

教育研究業

保健衛生業

接客娯楽業

清掃・と畜業

その他の事業

(エ)メンタルヘルスに関する研修会を開催している事業場の割合
業種別取組状況 局全体

製造業 63.6%
建設業 71.8%
運輸交通業 65.0%
商業 58.4%
金融・広告業 71.0%
教育研究業 61.8%
保健衛生業 54.5%
接客娯楽業 55.6%
清掃・と畜業 67.3%
その他の事業 58.9%
局全体 61.2%
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4.メンタルヘルス対策自主点検実施結果について
(調査結果)

(２)主要点検項目別業種別回答状況

40.0%
50.0%
60.0%
70.0%
80.0%
製造業

建設業

運輸交通業

商業

金融・広告業

教育研究業

保健衛生業

接客娯楽業

清掃・と畜業

その他の事業

(オ)管理監督者に対する教育研修を実施している事業場の割合
業種別取組状況 局全体

製造業 64.9%
建設業 69.2%
運輸交通業 68.9%
商業 64.4%
金融・広告業 79.0%
教育研究業 60.0%
保健衛生業 55.8%
接客娯楽業 59.3%
清掃・と畜業 69.4%
その他の事業 65.0%
局全体 65.4%

80.0%
85.0%
90.0%
95.0%

100.0%
製造業

建設業

運輸交通業

商業

金融・広告業

教育研究業

保健衛生業

接客娯楽業

清掃・と畜業

その他の事業

(カ)メンタルヘルス不調者の相談体制を整備している事業場の割

合 業種別取組状況 局全体

製造業 97.4%
建設業 94.9%
運輸交通業 94.2%
商業 98.3%
金融・広告業 95.0%
教育研究業 98.2%
保健衛生業 89.1%
接客娯楽業 96.3%
清掃・と畜業 100.0%
その他の事業 98.2%
局全体 96.8%

30.0%
40.0%
50.0%
60.0%
70.0%
80.0%
製造業

建設業

運輸交通業

商業

金融・広告業

教育研究業

保健衛生業

接客娯楽業

清掃・と畜業

その他の事業

(キ)労働者の申出により医師による面接指導を遅滞なく実施して

いる事業場の割合 業種別取組状況 局全体
製造業 55.8%
建設業 66.7%
運輸交通業 49.5%
商業 67.4%
金融・広告業 69.0%
教育研究業 79.1%
保健衛生業 50.0%
接客娯楽業 59.3%
清掃・と畜業 61.2%
その他の事業 73.9%
局全体 67.0%

60.0%
70.0%
80.0%
90.0%

100.0%
製造業

建設業

運輸交通業

商業

金融・広告業

教育研究業

保健衛生業

接客娯楽業

清掃・と畜業

その他の事業

(ク)ストレスチェック結果の集団的分析を行っている事業場の割

合 業種別取組状況 局全体
製造業 81.8%
建設業 94.9%
運輸交通業 91.3%
商業 92.3%
金融・広告業 93.0%
教育研究業 90.0%
保健衛生業 85.3%
接客娯楽業 92.6%
清掃・と畜業 79.6%
その他の事業 92.4%
局全体 90.7%

4



4.メンタルヘルス対策自主点検実施結果について
(調査結果)

(２)主要点検項目別業種別回答状況

50.0%
60.0%
70.0%
80.0%
90.0%
製造業

建設業

運輸交通業

商業

金融・広告業

教育研究業

保健衛生業

接客娯楽業

清掃・と畜業

その他の事業

(ケ)集団分析結果を勘案して心理的負担軽減措置を講じている事

業場の割合 業種別取組状況 局全体
製造業 71.4%
建設業 79.5%
運輸交通業 77.7%
商業 74.2%
金融・広告業 87.0%
教育研究業 70.9%
保健衛生業 64.1%
接客娯楽業 81.5%
清掃・と畜業 67.3%
その他の事業 77.1%
局全体 75.4%

製造業，建設業，運輸交通業，商業，金融・広告業，接客娯楽業の6業種は半
数以上の項目で局全体の割合を上回っている(昨年は建設業，運輸交通業，金
融・広告業，その他の業種の4業種)。中でも商業は，昨年度局全体の割合を上
回っていた項目は一つであったが，今年度は6項目と大幅に増加している。
教育研究業，保健衛生業，清掃・と畜業，その他の事業の4業種が半数以上の
項目で局全体の割合を下回っているが，特に保健衛生業は昨年度に引き続き９項
目全てで局全体の割合を下回っている。
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4.メンタルヘルス対策自主点検実施結果について
(調査結果)

(３)事業場内の推進体制の確立と他の取組との関係

13.0%

62.0%

20.7%

69.6%

0.6%

47.2%

22.3%

74.1%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

事業主のメンタルヘルス対策推進表明なく心理的負担軽減措置…

事業主のメンタルヘルス対策推進表明かつ心理的負担軽減措置…

事業主のメンタルヘルス対策推進表明なく集団分析あり

事業主のメンタルヘルス対策推進表明かつ集団分析あり

事業主のメンタルヘルス対策推進表明なく心の健康づくり計画…

事業主のメンタルヘルス対策推進表明かつ心の健康づくり計画…

事業主のメンタルヘルス対策推進表明なく相談体制あり

事業主のメンタルヘルス対策推進表明かつ相談体制あり

(1)事業主のメンタルヘルス対策推進表明と他の取組のとの関係

約3.3倍

約79倍

約3.4倍

約4.8倍

16.1%

59.1%

22.3%

68.3%

4.2%

43.6%

24.0%

72.6%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

メンタルヘルス推進担当者の選任なく心理的負担軽減措置あり

メンタルヘルス推進担当者の選任かつ心理的負担軽減措置あり

メンタルヘルス推進担当者の選任なく集団分析あり

メンタルヘルス推進担当者の選任かつ集団分析あり

メンタルヘルス推進担当者の選任なく心の健康づくり計画あり

メンタルヘルス推進担当者の選任かつ心の健康づくり計画あり

メンタルヘルス推進担当者の選任なく相談体制あり

メンタルヘルス推進担当者の選任かつ相談体制あり

(2)メンタルヘルス推進担当者の選任と他の取組との関係

約3.0倍

約10.4
倍

約3.1倍

約3.7倍

「事業主がメンタルヘルス対策の推進を表明している事業場」や「メンタルヘルス推進
担当者を選任している事業場」等事業場内の推進体制が確立されている事業場は，事業主
が表明をしていない，または推進担当者を選任していない事業場に比べ，相談体制の確
立，心の健康づくり計画の策定，集団分析の実施，心理的負担軽減措置のいずれも大幅に
高くなっている。
また，「事業主がメンタルヘルス対策の推進を表明している事業場」と「メンタルヘル

ス推進担当者を選任している事業場」を比べると，相談体制の確立，心の健康づくり計画
の策定，集団分析の実施，心理的負担軽減措置のいずれの項目においても「事業主がメン
タルヘルス対策の推進を表明している事業場」の割合が高くなっている。
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4.メンタルヘルス対策自主点検実施結果について
(調査結果)

(４)「心の健康づくり計画」の策定とストレスチェック実施後
の取組状況について

12.5%

87.2%

5.0%

94.7%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

「心の健康づくり計画」を策定しておらず集団
分析も実施していない

「心の健康づくり計画」を策定していないが集
団分析を実施している

「心の健康づくり計画」を策定しているが集団
分析を実施していない

「心の健康づくり計画」を策定し，集団分析を
実施している

(1)「心の健康づくり計画」の策定と集団分析との関係

約18.9
倍

約7.0倍

約2.7倍

32.5%

64.8%

11.7%

86.8%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

「心の健康づくり計画」を策定しておらず心理的負
担軽減措置も講じていない

「心の健康づくり計画」を策定していないが心理的
負担軽減措置を講じている

「心の健康づくり計画」を策定しているが心理的負
担軽減措置を講じていない

「心の健康づくり計画」を策定し，心理的負担軽減
措置を講じている

(２)「心の健康づくり計画」の策定と心理的負担軽減措置との関係

約2.0倍

約7.4
倍

約3.7倍

「心の健康づくり計画」を策定していないが，その後集団分析を実施している事業場の
割合は，「心の健康づくり計画」を策定しておらず集団分析も実施していない事業場の
割合の約7倍であったが，「心の健康づくり計画」を策定している事業場が集団分析を
している割合は，「心の健康づくり計画」を策定しているが集団分析をしていない事業
場の約18.9倍であり，その差は約2.7倍であった。
また，「心の健康づくり計画」を策定していないが，その後心理的負担軽減措置を講
じている事業場の割合は，「心の健康づくり計画」を策定しておらず心理的負担軽減措
置も講じていない事業場の約2.0倍であったが，「心の健康づくり計画」を策定し，そ
の後心理的負担を講じている事業場の割合は，「心の健康づくり計画を策定している
が，心理的負担軽減措置を講じていない事業場の約7.4倍であり，その差は約3.7倍で
あった。 7



4.メンタルヘルス対策自主点検実施結果について
(調査結果)

(５)事業場が集団分析結果を勘案して講じた心理的負担軽減措
置の割合

59.4%

55.5%
53.7%

49.7%
47.9%

45.7%

45.4%
44.1%

41.7%

40.1%
39.5%

37.0%
32.6%

31.5%
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⑥
定
め
た
休
日
が
き
ち
ん
と
と
れ
，
年
次
有
給
休
暇
や
リ
フ
レ
ッ
シ
ュ
休
暇
等
が
計
画
的
に
，
ま
た
は
必
要
に
応
じ
て
と
れ
る
よ
う
に
す
る

⑮
必
要
な
時
に
上
司
や
同
僚
に
相
談
し
た
り
支
援
を
求
め
た
り
し
や
す
い
よ
う
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
が
と
り
や
す
い
環
境
を
整
備
す
る

④
時
間
外
労
働
の
上
限
を
決
め
て
，
長
時
間
労
働
を
避
け
る
よ
う
な
勤
務
体
制
に
す
る

㉑
個
人
の
健
康
や
職
場
内
の
問
題
な
ど
に
つ
い
て
，
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
に
配
慮
し
て
相
談
で
き
る
窓
口
を
設
置
す
る

⑳
学
校
，
育
児
，
介
護
な
ど
，
個
人
の
ラ
イ
フ
ス
タ
イ
ル
に
応
じ
て
，
勤
務
調
整
が
で
き
る
よ
う
に
す
る

⑨
職
場
の
暑
さ
や
寒
さ
，
明
る
さ
を
整
え
，
快
適
な
作
業
環
境
に
す
る

②
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
表
や
掲
示
板
，
共
有
フ
ァ
イ
ル
な
ど
を
活
用
し
て
，
必
要
な
情
報
が
全
員
に
正
し
く
伝
わ
る
よ
う
に
す
る

㉓
職
場
で
の
暴
言
や
暴
力
，
パ
ワ
ハ
ラ
等
に
つ
い
て
対
応
す
る
手
順
を
定
め
る

⑰
職
場
内
で
お
互
い
を
理
解
し
助
け
合
う
雰
囲
気
が
生
ま
れ
る
よ
う
，
日
頃
か
ら
工
夫
す
る

⑭
災
害
発
生
時
や
火
災
な
ど
の
緊
急
時
に
対
応
で
き
る
よ
う
，
訓
練
を
し
た
り
，
通
路
を
確
保
す
る
な
ど
日
頃
か
ら
準
備
を
整
え
る

㉔
い
ろ
い
ろ
な
立
場
の
人
（
若
年
，
高
齢
，
女
性
，
パ
ー
ト
，
障
害
）
が
職
場
の
一
員
と
し
て
尊
重
さ
れ
る
働
き
や
す
い
職
場
に
す
る

③
忙
し
い
時
期
に
備
え
，
特
定
の
個
人
や
チ
ー
ム
に
業
務
が
集
中
し
な
い
よ
う
前
も
っ
て
人
員
の
見
直
し
や
業
務
量
を
調
整
す
る

㉖
健
康
増
進
や
仕
事
の
ス
ト
レ
ス
軽
減
に
つ
い
て
，
学
ぶ
機
会
を
設
け
る

⑲
職
場
間
の
相
互
理
解
を
推
進
す
る
た
め
に
，
職
場
や
作
業
グ
ル
ー
プ
で
情
報
を
共
有
し
た
り
，
連
絡
調
整
を
行
っ
た
り
す
る

⑬
快
適
で
衛
生
的
な
ト
イ
レ
，
更
衣
室
と
ゆ
っ
く
り
く
つ
ろ
げ
る
休
憩
室
を
確
保
す
る

㉕
技
能
・
資
格
取
得
の
機
会
を
明
確
に
し
，
キ
ャ
リ
ア
に
役
立
つ
教
育
や
チ
ャ
ン
ス
を
公
平
に
確
保
す
る

⑯
職
場
内
の
問
題
を
同
僚
間
で
報
告
し
合
い
，
相
談
し
や
す
い
よ
う
に
，
小
会
合
や
日
報
，
メ
ー
リ
ン
グ
リ
ス
ト
を
活
用
す
る

⑱
作
業
の
習
熟
や
技
能
向
上
の
た
め
の
職
場
内
で
の
訓
練
の
機
会
や
研
修
の
場
を
確
保
す
る

⑫
物
品
や
資
材
の
整
理
・
整
頓
，
取
り
扱
い
方
法
や
職
場
レ
イ
ア
ウ
ト
を
工
夫
し
，
個
人
ご
と
の
作
業
を
し
や
す
く
す
る

⑦
チ
ー
ム
内
の
分
担
，
ロ
ー
テ
ー
シ
ョ
ン
を
工
夫
し
て
，
負
担
の
大
き
い
反
復
作
業
，
単
調
作
業
を
減
ら
す
よ
う
に
す
る

⑤
深
夜
・
早
朝
勤
務
の
連
続
や
不
規
則
勤
務
に
よ
り
疲
労
が
蓄
積
し
な
い
よ
う
，
勤
務
時
間
制
や
交
代
制
を
見
直
す

①
全
員
が
参
加
で
き
る
会
合
を
定
期
的
に
開
催
し
，
作
業
の
す
す
め
方
や
特
定
個
人
に
仕
事
が
偏
ら
な
い
業
務
の
配
分
を
話
し
合
う

㉒
職
場
の
将
来
計
画
や
見
通
し
に
つ
い
て
，
い
つ
も
周
知
さ
れ
て
い
る
よ
う
に
す
る

⑧
ラ
ベ
ル
や
色
分
け
，
わ
か
り
や
す
い
作
業
指
示
書
，
防
護
カ
バ
ー
の
取
り
付
け
な
ど
で
事
故
や
作
業
ミ
ス
防
止
策
を
強
化
す
る

⑩
騒
音
の
出
る
機
器
類
は
カ
バ
ー
を
つ
け
た
り
隔
離
す
る

⑪
有
害
な
化
学
物
質
や
粉
じ
ん
の
発
生
源
を
隔
離
す
る

(1)事業場が講じた心理的負担軽減措置の割合(全業種)
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4.メンタルヘルス対策自主点検実施結果について
(調査結果)

(５)事業場が集団分析結果を勘案して講じた心理的負担軽減措
置の割合

(2)主要業種別事業場が講じた心理的負担軽減措置状況(講じてい
る割合の高い順)

第1順位 第2順位 第3順位 第4順位 第5順位
製造業 ④ ⑥，⑮ ⑨ ⑭
建設業 ⑥，⑮ ③，④ ㉑
運輸交通業 ⑮ ④ ⑥ ⑨，⑬，㉑
商業 ⑥ ④ ⑮ ㉑ ②，⑨

金融・広告業 ⑥ ⑮ ⑳，㉑ ⑰，㉓
教育研究業 ⑳ ⑥ ⑮ ㉑ ④
保健衛生業 ⑥ ⑮ ⑳ ⑭ ④
接客娯楽業 ④，⑥ ⑮，㉓ ②，⑰
清掃・と畜業 ④ ⑮ ⑥ ㉓ ⑨，㉑
その他の事業 ⑥ ⑮ ④，㉑ ⑳
全業種 ⑥ ⑮ ④ ㉑ ⑳

講じている心理的負担軽減措置項目のうち，「⑥」は10業種において第1順位で，
講じている事業場の割合が50%を超える業種が13業種であった。
また，「⑮」は全業種において第3順位までに入っており，全ての業種において
50%以上の事業場が講じていた。
「④」は11業種において講じている事業場の割合が50％を超えており，中でも
工業的業種(1号～5号)では全て50％を超えていた。
「㉑」は6業種において，「⑳」では4業種においてそれぞれ講じている事業場
の割合が50％を超えていた。
「㉓」は4業種において講じている事業場の割合が50％を超えており，そのいず
れもが非工業的業種であった。
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